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原発事故を契機とし，我が国のエネルギー政策が見直されている．その中でスマートグリッドを用いた

電力の自給自足に期待がかけられている．しかし，今後スマートグリッドの普及が進み，市区町村間での

電力融通も可能となった際，それが自給率の向上に与える効果に関して十分な研究蓄積が無い．そこで，

本研究では全国の居住地を対象に市区町村間での電力融通が可能となった際の都道府県別の電力自給率向

上効果について分析した．その結果，1)市区町村間融通による電力自給率の増加率は最大で8.8%，全国平

均で2.1%となること，2)余剰電力が多い都市と消費電力が多く発電量が少ない都市が混在することが電力

自給率向上効果を高める要因となること，3)今後のスマートグリッドの広域展開は近隣市区町村間での電

力需給状況を十分把握する重要性などが示された． 
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1. はじめに 

 

環境問題の深刻化や原発事故を契機として分散型電源

による電力の安定供給の重要性が大きく認識され始めて

いる．また，太陽光発電など，気象条件や時間帯による

違いで大量の余剰電力が発生することによる，逆潮流問

題も懸念されている 1)．そこで近年では ITを活用して電

力需給を自動制御するシステムであるスマートグリッド

の導入ついて，横浜市を始めとする全国４地域において

本格的な導入を見据えた実証実験が行われている 2)．ま

た，首都圏 2,700 万世帯を対象としたスマートメーター

の大規模な導入が検討されるなど，再生可能エネルギー

の広く効果的な普及には，スマートグリッドの導入が必

要不可欠であるとされている 3)．そのため，今後はスマ

ートグリッドの各市区町村への普及が進み，街区や市区

町村内での電力融通が可能になると考えられ，更に普及

が進めば各市区町村を繋いだ広域的な電力融通が可能に

なると予想される． 

 しかし，スマートグリッドの導入に関し，その研究対

象は街区や１都市に限った限定的なもの4)であり，広域

的な電力融通により電力自給率がどれだけ向上するのか

については殆ど研究蓄積が無い． 特に， 電気自動車

(EV)の蓄電機能がスマートグリッドの構成要素として注

目されているが， EVの使い方を含めた実際の交通行動

を考慮した研究5)は不足している．また，全国の都道府

県ごとに再生可能エネルギーによる電力自給率を求めた

研究6)が存在するが，1日の中で刻々と変化する電力需給

の実態を捉えらえてはおらず，発電した電力を実際にど

れだけ消費に回せるのか，という観点が不足している．

よって，全国の各市区町村にスマートグリッドが導入さ

れ，太陽光発電による発電量の広域的な市区町村間の双

方向融通が可能となる事を見据え，時間帯ごとの電力需

給の変化を踏まえた電力自給率の向上効果を把握する必

要性が高まっている．そこで，スマートグリッドが都道

府県単位で広域的に普及し，市区町村を跨いだ電力融通

が可能となった際に，広域的な電力融通が電力自給率向

上にどのような影響を及ぼすのかについて知見を得てお

くことは，今後のスマートグリッドの効果的な広域展開
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を考えていく上で欠かすことが出来ない． 

 以上を踏まえ，本研究では， 住宅用太陽光発電とEV

を構成要素としたスマートグリッドが全国規模で市区町

村に広く導入され，都道府県単位での電力融通が可能に

なった際に，各都道府県単位での電力自給率向上にどの

ような影響を及ぼすのかを分析する．分析の第一段階と

して，市区町村間融通前における各市区町村の電力自給

率の算出を試みる．算出においては，全国の市区町村別

に１日の太陽光発電による発電量と居住者の交通行動を

１時間単位で把握して電力需給の実態を踏まえた電力自

給率を算出する．その上で第二段階として，市区町村間

融通が可能となった際に， 市区町村間融通を行う前後

で各都道府県における電力自給率にどのような変化が生

じるのかを分析する．そして，いくつかの都道府県を対

象に市区町村間融通前の各市区町村の電力自給率向上効

果について詳細に分析を行い，市区町村間融通による電

力自給率向上効果が高まる要因の考察を行う．これらの

分析を通じ，今後のスマートグリッドの広域的な普及の

ための検討材料の一助となる事で，電力自給率向上のた

めのスマートグリッドの効率的な導入計画に貢献する事

を本研究の目的とする． 

 

 

2． 使用データ 

 

本研究では、全国の市区町村を対象とした居住者の 1

日の行動を把握し，電力需給の実態を踏まえた分析を行

う．そこで，上記の目的を唯一満たすデータとして

「2005 年道路交通センサスオーナーインタビューOD 調

査」を用いる．この調査は、3から 5年間隔で全国の市

区町村を対象に実施され，自動車の出発地や移動距離な

どの運行状況、更に世帯単位での保有・利用状況等が調

査されている．そこで，この調査データを用いて将来の

EV 普及率の推定や EVの 1日の交通行動を把握するこ

とで，EV の蓄電機能の活用可能性の検討が可能となる．

しかし、この調査は全ての市区町村が十分なサンプル数

を有してはいないため，調査データについて市区町村単

位でのサンプル数の統計的信頼性を母比率検定により判

定している既存調査 7)を参考に使用データを選定する．

また，規模の小さい町村については郡単位でまとめたデ

ータを用いる事で，対象とするデータを可能な限り増や

した．その結果、分析対象は 1186 の市区郡となり，そ

の中で信頼性を満たす 701市区郡のデータを基に全国の

市区町村で分析を行う．なお，信頼性を満たさない市区

町村においては算出された電力自給率を被説明変数とし

た重回帰モデルを用いる事で，全国の市区町村における

電力自給率の推定を行う．また，太陽光発電量と家庭内

消費電力量の算出には，2010 年度国勢調査や 2008 年度

住宅・土地統計調査と新エネルギー・産業技術総合開発

機構(NEDO)が公表している全国 837 地点の日射量デー

タベース(1990-2009)のデータを用いる． 

 

 

3. 分析方法 

 

市区町村間融通による電力自給率向上効果を把握する

ためには，市区町村間融通を行う以前の各市区町村にお

ける電力自給率を算出する必要がある．そのため，本章

では(1) においてまず全国における市区町村別電力自給

率の算出方法を説明したうえで，(2) において市区町村

間融通による電力自給率向上効果の算出方法を示す． 

(1)  市区町村別電力自給率の推定方法 

a) 市区町村別電力需給の推定方法 

太陽光発電量，家庭内消費電力量，EV 充電量に関し，

それぞれ 1 日の中の動きを踏まえた推定方法を示して

いく． 

太陽光発電量の推定は資源エネルギー庁の調査 8)を参

考に，次の手順で行う．1) まず戸建住宅と集合住宅のそ

れぞれの 1棟あたりの屋根の方角や保守設備などを考慮

してソーラーパネルの設置可能面積を推定する．2) また

太陽光パネルの設置において，昭和 55 年以降に適応さ

れた耐震基準を満たしていることが求められる．よって

耐震基準を満たす建築比率を考慮した上で，市区町村別

に太陽光パネル設置面積を推定する．3) 次に，屋根への

日照時間と市区町村別住宅数から，日照時間別住宅比率

データを作成する．4) このデータを基に，単位あたり必

要面積(11.55m
2
/kW）で太陽光パネル設置可能面積を除す

ることで，太陽光パネル容量を算出する．5) そして時間

別日射量と出力係数 0.7 を掛け合わせ，市区町村別時間

別太陽光発電量を推定する．なお，日射量データに関し

ては年間で最も発電量が多く得られる 7月のデータを用

いる． 

家庭内消費電力は，住宅の建て方と世帯人員に大きな

影響を受けるということを長谷川ら 9)が示している．ま

た，NHK 放送文化研究所 10)の調査から世帯ごとの 1 日

の時間帯別電力消費パターンに強い影響を与える要因と

して高齢者，単身，非就業者の 3つが示されている．以

上を踏まえ推定手順を次に示す．1)まず戸建住宅と集合

住宅の消費電力量の違いと，各市区町村の戸建，集合住

宅比率を踏まえて，1 世帯あたり消費電力量を算出する．

2) 算出結果から，世帯人員別の電気代に応じた消費電力

を求め，市区町村別家庭内消費電力量を推定する．3) 次

に，1 日の各世帯の電力消費パターンを設定する．それ

らの比率を市区町村別に求めて重み付けを行い，市区町

村別消費パターンを設定する．4) 以上より，市区町村別

家庭内消費電力と市区町村別電力消費パターンを掛け合
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わせ，市区町村別時間別家庭内消費電力量を推計する． 

EV充電量の推定に関しては，EVが広く社会に普及し

ている前提の基で行う．EV の普及条件については，関

根ら 10)などを参考にして，複数保有世帯であるか，軽自

動車であるか，1 日の走行距離が 30km 未満であるか，

の 3条件とし，交通データの中でこれらの条件を満たす

自動車の割合は 28%となった．そして，EV に置き換わ

ったとされた自動車の 1日の交通行動から，必要とされ

る充電量や充電可能時間の算出を 1台ずつ行う．以下に，

その算出手順を示す．1) まず， 1日の走行距離から，走

行に最低限必要な充電量を算出する．2) 次に，1 日の中

で自宅に EVがある時間帯を抽出し，その時間を充電可

能時間として設定する．3) ここで，この時間帯に居住す

る市区町村内において太陽光発電の余剰電力が発生して

いる場合，その余剰電力で EVの充電を行うと想定する．

4) 必要充電量を満たした上で更に余剰電力を充電可能な

場合は，可能な限り蓄電し，夜間等の家庭内消費電力に

回すと想定する．5) 太陽光発電による充電によって，必

要充電量が満たせない EVの場合は，残りの必要充電量

をその他の時間帯に既存電源から充電を行う． 

b) 市区町村別電力自給率の評価方法 

本研究における電力自給率の定義を「市区町村内で消

費する家庭用電力を市区町村内における住宅用太陽光発

電によって賄える割合」とし，市区町村別に算出された

電力需給を基に自給率を計算する．市区町村 における

電力自給率を  とすると，  は以下の数式(1a)～(1b)で表

される． 

    (      )                (1a) 

                                               (1b) 

   ：余剰電力を住宅用電力に活用できるEV蓄電量 

  ：家庭内総消費電力量 

  ：太陽光発電で直接消費電力を賄う電力量 

   ：太陽光発電からの総EV充電量  

   ：走行に必要なEV充電量 

c) 重回帰モデルによる電力自給率の推定 

   a)，b) によって算出された市区町村別電力自給率を

被説明変数，都市特性データを説明変数とした重回帰モ

デルを構築し，交通データにおいて信頼性を満たさない

市区町村の電力自給率の推定を行う．構築された重回帰

モデルの結果を表-1 に示す．この結果を用いて算出さ

れた電力自給率の例として関東地方における電力自給率

マップを図-1 に示す．このように算出された，市区町

村別電力自給率を用いて，市区町村間融通による電力自

給率向上効果の算出を行う．なお，重回帰モデルの結果

を含む市区町村別電力自給率に関する詳細な考察，分析

は他稿に譲る 12)． 

 

(2)  市区町村間融通による電力自給率向上効果の算出

方法 

市区町村間融通による電力自給率向上効果の算出方法

を説明する．上記でも述べた通り，本研究では市区町村

間融通として，都道府県単位で電力融通を行うことが可

能になった場合を想定し分析する．まず，都道府県 の

市区町村間融通前電力自給率を   とすると，   は以

下の数式(2a)～(2b)で表される． 

 

 (2a) 

表-1 市区町村別電力自給率の重回帰モデル 

 

 

図-1 市区町村別電力自給率マップ（関東） 

変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 備考(すべての市区町村)
人口密度 -4.8E-06 -0.172 -3.534 ** 面積1haあたりの人口
駅数 -3.5E-04 -0.080 -3.630 ** 鉄道駅の数
１世帯あたり軽自動車保有台数 0.093 0.209 5.015 ** 全軽自家用車台数/全世帯数
高齢化率 -0.002 -0.089 -2.320  * 65歳以上人口/全人口
平均世帯人員数 -0.080 -0.286 -8.212 ** 全人口/全世帯数
集合住宅比率 -0.221 -0.446 -8.458 ** 集合住宅数/全住宅数
耐震建築比率 0.561 0.580 17.888 ** 昭和55年以降に建築された住宅/全住宅数
日照時間5時間以上住宅比率 0.266 0.280 9.652 ** 日照時間が5時間以上得られる住宅/全住宅数

日射量 1.9E-04 0.195 8.705 ** 1日に得られる日射量(MJ/m2）の総量
東京区部ダミー -0.080 -0.146 -4.632 ** 東京区部に属している(1,0)
北海道ダミー 0.058 0.116 5.032 ** 北海道に属している市区町村(1,0)
定数項 -0.204 -2.656 **
修正済み決定係数：0.73 **1%有意、*5%有意

ｔ　値

 

 

 

 

電力自給率

71% - 81%

63% - 70%

58% - 62%

54% - 57%

50% - 53%

44% - 49%

33% - 43%

18% - 32%

BLm = PSmi

n

i=1

÷ Emi

n

i=1
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                                     (2b) 

 

  ：都道府県 における市区町村 

     ：市区町村内の太陽光発電活用量 

   ：市区町村内の家庭内消費電力量 

   
※1：市区町村別電力自給率 

※1：信頼性を満たさない市区郡は重回帰モデルの 

推定値を利用 

 

都道府県 の市区町村間融通後電力自給率   に関し

ては，(1)で説明した市区町村別電力自給率の算出方法

を，都道府県単位に拡大して算出を行った． 

そして，各都道府県における市区町村間融通による電

力自給率の増加率を  とすると，  は以下の数式(2c)

で表される． 

                        (2c) 

  

この増加率  が市区町村間融通によって得られる自

給率向上効果を示す値とする． 

 なお，全国の市区町村別電力自給率の算出がすべて実

データに基づいて行われていれば，上記の方法に従って

算出された電力自給率の増加率は負の値を示すことはな

い．しかし，本研究では，市区町村別電力自給率を算出

する際に，交通データの信頼性を満たさない市区町村に

ついては，重回帰モデルによる推定値を用いており，モ

デルの限界として増加率が負を示す都道府県が存在して

しまう可能性がある．そこで，本分析においては，増加

率が負を示した都道府県の増加率は0%として示すこと

とする．増加率0%となる都道府県は，モデルによる誤

差の影響を相殺できないほど，市区町村間融通による電

力自給率向上効果が低いという解釈ができる． 

 

 

4. 市区町村間融通による電力自給率向上効果の

算出結果 

 

まず，都道府県単位で電力融通した場合の自給率の全

体像を把握するため，市区町村間融通後における都道府

県別電力自給率を図-2 に示す．そして，市区町村間融

通による電力自給率向上効果の結果として，各都道府県

における市区町村間融通による電力自給率の増加率を図

-3 に示す．さらに，その増加率に影響を及ぼす可能性

のある都道府県別 1世帯あたり余剰電力量と増加率との

関係を図-4に示し，合わせて以下に考察を行う． 

1) 図-2 より，市区町村間融通後の都道府県別電力自給

率は，最も高い値で約 65%，最も低い値で約 35%と

なった．この結果から，各都道府県の電力自給率に

は大きな差があることが示された． 

2) また，電力自給率が高い値を示している都道府県

（栃木県や群馬県など）は，自動車保有率が高い地

域が多い．このことから，都道府県単位での電力融

通においても，各都道府県の特性を踏まえてスマー

トグリッドを導入していくことの必要性が示唆され

た． 

 

 

 

 

図-3 都道府県別電力自給率の増加率（市区町村間融通前比） 

 

 

 

 

図-2 市区町村間融通後都道府県別電力自給率 
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3) 図-3 より，まず市区町村間融通による電力自給率の

増加率は全国平均値が 2.1%となった．この結果より，

電力自給率の向上に対し市区町村間融通はあまり高

い効果をもたらさないことが明らかとなった． 

4) この結果は，同じ都道府県内の都市であれば，1 日

の中で太陽光発電によって電力が得られる時間帯は

ほぼ同じであり，市区町村間融通を行ったとしても，

太陽光発電による電力を同じ時間に消費に回せる都

市が少ないことが原因となっていると考えられる． 

5) しかし，都道府県によっては増加率が約 8.8%となる

所も存在しており，都道府県の特性と市区町村間融

通による電力自給率向上効果とが関係している可能

性が示唆された． 

6) また，その一方で，市区町村間融通による電力自給

率の増加がほとんどみられない都道府県も多く存在

することが示された． 

7) 図-5 において，電力自給率の増加率と余剰電力量と

の関係をみると，余剰電力量が多い都道府県では，

電力自給率増加率が高くなる可能性が読み取れるが，

明確な傾向は示されなかった． 

8) 余剰電力量だけでなく，それらを消費に回せる余地

が，都道府県内の各市区町村にどれだけあるのかが，

市区町村間融通による自給率向上効果を高める大き

な要因になっていることが推察される． 

これらの結果から，今後スマートグリッドでの，市区

町村間による広域的な電力融通を行う場合は，同じ範囲

内にある各市区町村の電力需給状況を相互に把握し合い，

市区町村間融通によって自給率を向上させられる余地が

存在しているのかを，十分に吟味する必要があるといえ

る． 

 

5. 市区町村間融通による電力自給率向上要因の

分析 

 

 本章では，図-4 で示した結果を参考に，いくつかの

特徴的な都道府県を選択し，都道府県内での電力融通に

よって，各市区町村における電力自給率が，具体的にど

こでどれだけ変化するのかを明らかにする．さらに，市

区町村間融通後の電力自給率の増加率を踏まえ，市区町

村間融通による自給率の向上要因を推察する． 

 選択した都道府県は，最も電力自給率増加率の大きい

広島県，余剰電力量が比較的多いにも関わらず電力自給

率の増加率が小さい福井県，最も 1世帯あたり余剰電力

量が少なく電力自給率の増加率が小さい鳥取県，余剰電

力は少ないが電力自給率の増加率が比較的大きい東京都，

の 4都県とした． 

 市区町村間融通後における市区町村別電力自給率の変

化をみるため，各都県の電力自給率とそれぞれの都県に

属する市区町村別電力自給率を比較し，市区町村別電力

自給率の差を算出した．4 都県に関する算出結果を図-5

～図-8に示し，以下に考察を述べる． 

1) 図-5 より，広島県では最も電力自給率の増加が大き

い値で 10.3%，最も減少が大きい値で-6.9%という結

果となった．県内において，市町村間融通を行った

場合，県全体の電力自給率は 8.8%増加する結果とな

っているが，東広島市や甘日市市などでは電力自給

率が大きく減少してしまうことが明らかとなり，県

全体でみれば市区町村間融通は望ましいが，市町村

によっては自分達の市町村内で完結させたほうが，

電力自給率を高く保てるという結果が示された．広

 

図-5 市区町村間融通前後の各市区町村における 

電力自給率の変化（広島県） 

 

図-4 市区町村間融通による電力自給率の増加率と 

  市区町村間融通前余剰電力量との関係 
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島県では，最も人口規模の大きい広島市において電

力自給率が小さいため，その他の市区町村から発生

する余剰電力量をさらに消費に回すことが可能な構

造ができていると考えられ，その結果，電力自給率

の大きな増加につながっていると推察される． 

2) 図-6 より，福井県では，最も人口規模の大きい福井

市における電力自給率の減少がみられる．また，同

様に福井県内では人口の多い敦賀市や坂井市などで

も電力自給率の減少が大きい．その一方で，人口規

模が小さく，山間部に位置する郡などでは電力自給

率の増加が大きい．これは，古い住宅が多いため太

陽光パネル設置の耐震基準を満たす住宅割合が少な

い地域であることが要因となっている．福井県では

人口規模が比較的大きい市で太陽光発電量が多く得

られ，余剰電力量が多く発生するが，それらを消費

に回せる量は限定的であるという，広島県とは正反

対の構造となっており，市区町村間融通による電力

自給率の増加率が小さい結果となっていると考えら

れる． 

3) 図-7 より，鳥取県では，福井県と同様に人口規模の

大きい鳥取市や米子市などで電力自給率の減少がみ

られ，人口規模の小さい郡などでは電力自給率の増

加がみられる．特に八頭郡は，パネル設置の耐震基

準を満たす住宅が，4 割程度しかないことなどが影

響し，郊外に位置していても太陽光発電量が低く，

電力自給率が低くなっているため，市町村間での電

力融通による電力自給率の増加が最も大きい．これ

らから，鳥取県では，広島県のように余剰電力が生

まれる市町村とそれを消費する市町村が存在しない

ため，余剰電力量が少ないうえに，増加率も 0%と

いう結果になっていると考えられる． 

4) 図-8 より，東京都では，最も自給率の増加が大きい

値で 23.2%，最も減少が大きい値で-29.8%となって

おり，市区町村間において変化の差が非常に大きい

ことが分かる．自給率の変化は都心部では増加が大

きく，郊外へいくと減少が大きくなるという傾向が

はっきりと読み取れる．また，東京都の郊外に位置

する市郡（西多摩郡や青梅市など）は，上記で述べ

た鳥取県八頭郡と比較して，新しい住宅の比率が高

く（耐震基準を満たす住宅が約 7 割），太陽光発電

量が多く得られるため電力自給率が高い．このよう

な構造を持つ東京都では，全体的に集合住宅が多く

1 世帯あたりの余剰電力量があまり発生しないもの

の，それらの電力を電力自給率の低い 23 区で消費

できる余地が多く残されており，市町村間融通によ

る自給率向上効果を，比較的多く得られる結果とな

っていることが考えられる． 

これらの結果から，余剰電力量が多く発生する市町村

と，消費量が多く発電量が少ないために余剰電力を消費

に回せる市区町村が混在することが，市区町村間融通に

よって自給率向上効果を多く得られる要因となることが

示唆された． 

 

 

 

図-6 市区町村間融通前後の各市区町村における 

電力自給率の変化（福井県） 

 

図-7 市区町村間融通前後の各市区町村における 

電力自給率の変化（鳥取県） 

 

図-8 市区町村間融通前後の各市区町村における 

電力自給率の変化（東京都） 
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6. おわりに 

 

本研究では，居住地での太陽光パネル普及とスマート

グリッド導入を想定し，市区町村単位で電力融通が行わ

れた場合の電力自給率と市区町村間融通（都道府県単位）

が可能になった場合の電力自給率を比較することで，よ

り広範囲での電力融通が電力自給率向上にどの程度効果

があるのかを明らかにした．さらに，4都県（広島県，

福井県，鳥取県，東京都）を対象に，各市区町村の電力

自給率が，市区町村間融通後にどのように変化するのか

を把握し，市区町村間融通による電力自給率向上の要因

を考察した．以下に，本研究で得られた成果をまとめる． 

1) 市区町村間融通による都道府県別電力自給率の増加

率は，全国平均で約2.1%となり，市区町村間融通に

よる自給率向上効果はあまり高くないことが示され

た． 

2) しかし，都道府県によって増加率の値が大きく異な

り，増加率が最大の広島県では約8.8%の電力自給率

向上効果を得られることが明らかとなった．その一

方で，市区町村間融通による電力自給率向上が，ほ

とんどみられない都道府県も多く存在することが示

された． 

3) 電力自給率の増加率と1世帯あたりの余剰電力量を

分析した結果，余剰電力量が多い都道府県では，電

力自給率の増加率が高くなる可能性が示唆されたが，

明確な傾向は示されなかった．  

4) 4都県を対象にした分析により，余剰電力量が多く

発生する市町村と，消費量が多く発電量が少ないた

めに余剰電力を消費に回せる市区町村が混在するこ

とが，市区町村間融通によって電力自給率向上効果

を多く得られる要因となることが考察された． 

以上の結果から，今後スマートグリッドでの，市区町

村間による広域的な電力融通を行う場合は，同じ範囲内

にある各市区町村の電力需給状況を相互に把握し合い，

市区町村間融通によって自給率を向上させる余地が存在

しているのかを，十分に吟味する重要性が示されたとい

える．また，スマートグリッドによる市区町村間融通を

行うことで，自分達の電力自給率が減少してしまう市町

村があるため，このような市町村に対しては，全体の電

力自給率向上のためにも市区町村間融通に協力させる仕

組みの構築が必要になってくると考えられる． 
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